
全農改革の進捗状況について（「新生プラン」２年間の到達点と今後の課題）  平成 20 年 2 月 1 日 全国農業協同組合連合会 

－1－ 

重点事項と設定目標 ２年間の到達点（１９年１２月末現在）  課題・対応方向 

Ⅰ．担い手への対応強化    
１．担い手支援対策 

１９年度からの５年間（２３年度まで）で累

計２４０億円（うち価格対策：概ね１２０～

１６０億円） 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

 

１８年度：  ７．２億円（実績） 

１９年度：２８．６億円（目標） 

⇒１７．５億円（実績見通し）▲１１．１億円（目標対比） 
 

対策区分 項 目 
19 年度 
(目標)Ａ

20 年 3 月末
（見通し)Ｂ

Ｂ/Ａ 

肥料満車直行（アラジン，BB ほか） 2.0 0.9 45% 

農薬大型規格 3.0 1.4 47% 

農機リース助成 1.1 1.0 91% 

園芸施設リース助成 0.6 0.04 7% 

全国 
共通 

共通計 6.7 3.4 51% 

県独自 7.1 4.9 69% 

価格対策 

価格対策計 13.8 8.3 60% 

サービス・インフラ対策（全国共通・県独自）計 14.9 9.2 62% 

合 計 28.7 17.5 61%  

 ○支援対策実施の前提となる「出向く」

活動の強化 

⇒ 

①ＪＡとの明確な機能分担による本会担

い手担当者の活動の定着化（法人は直接

対応する等） 

②子会社による担い手への営業活動をつ

うじたグループ一体となった支援（販売

対策） 

 

○現行支援対策メニューの見直し（資材

価格高騰下においては事業効果や担い手

からの評価が期待できない） 

⇒担い手から見える、実効性を確認でき

る対策メニューの検討・構築 

２．担い手に出向く体制・インフラ整備  

 
 
（１）担い手対応部署：全３６県本部で設置済み 

（２）担い手担当者：全３６県本部で配置済み（１６１名（目標：１５０名規模）） 

（３）担い手対応支援システム導入： 

①利用申請 JA 数：４０５，②担い手登録数：１５９千件（目標：２１年度末累計１５０千件） 

○担い手支援システムの継続的な導入拡

大および蓄積される活動履歴の活用によ

る「出向く」活動の支援実施 

Ⅱ．生産者・組合員の手取り最大化    
１．米穀流通経費の削減 

県域共同計算経費：２０年度までに２，００ 

０円/60kg 以下（「改善計画」提出時：３，０

００円/60kg 程度） 

 

 
 

（１）米穀の販売対策費：廃止済（１８年産より） 

（２）米穀の県域共同計算経費の削減：対象３４県本部中、概ね３０県本部で目標レベル（２， 

０００円/60kg 以下）を達成する見込み（１９年産） 
 

  
 17 年産（実績） 18 年産（目標） 19 年産（目標） 

達成県本部数 18 26 30 

 ○２０年産における対象全県本部での達

成 

２．市場連動型運賃の導入と決定の透明性確保 

による物流コストの一層の削減（米穀・園芸・

畜産販売） 

 

 
 
 
 
（１）米穀：「見積り合せ方式」を全国共通のしくみとして導入推進中（１９年産より） 

 
 

 

（２）園芸・畜産：実態として目標は達成済、「対応ルール（１８年１２月設定）」にもとづくし

くみの維持・強化をはかり、一層のコスト削減に向け推進中 

 18 年産段階で導入済 19 年産から導入 20 年産から導入予定 対応方向未整理 

県本部数 7 10 3 5 

  

 

○〔米穀〕「対応方向未整理」県本部の早

期解消（見積り合せ方式導入の推進強化）

「出向く」活動をつうじた支援対策について推進継続中（19 年度見通し：

目標対比 61％） 

目標を達成（部署設置・要員配置・システム導入）（評価：◎） 

目標を達成する見通し(20 年度)（評価：○） 

〔米穀〕目標達成に向け推進継続中 

〔園芸・畜産〕目標は達成.一層のコスト削減に向け推進中（評価：◎） 
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重点事項と設定目標 ２年間の到達点（１９年１２月末現在）  課題・対応方向 

３．手数料の見直し（米穀・園芸販売） 

（１）ＪＡごとの米穀手数料設定基準の全国一本

化と平均水準の１０％削減等の実施 

（２）園芸販売手数料の機能別見直し 

 

 
 
 
 
 
園芸における機能別手数料＊の導入状況 
 （＊「卸売会社・本部間」や「ＪＡ・本会間」の機能実態に対応した手数料体系の確立） 
 
 ①機能別手数料導入済 ②見直し案を策定し協議中 ③見直しについて今後検討 ④当面現行手数料を踏襲 

県本部数 14 12 5 4 
 
 

 ○〔園芸〕「卸売市場手数料の自由化（２

１年４月施行）」に対応した取り組みの促

進 

４．事業強化による安定的な販売先確保 

（１）園芸直販事業の拡大 

２０年度３，０００億円 

（１６年度実績１，８００億円） 

（２）園芸買取販売の拡大 

２０年度４００億円（１６年度１８０億円) 

（３）本所直販事業（園芸・畜産販売）の会社化 

ア．取扱高の拡大 

①園芸：２０年度１，６００億円 

②畜販：２０年度２，２７０億円 

イ．販売管理費の削減：各４億円 

 

 
 
 
 
（１）直販事業・買取販売の拡大（園芸販売）  

 18 年度実績(前年比) 19 年度 12 月末実績(前年同期比) 

直販事業実績（億円） 2,412（108%） 2,038（109%） 

買取販売実績（億円）  274（129%）  379（186%） 

 
（２）全国本部の直販事業（園芸・食肉）の会社化をつうじた事業競争力の確保 
 
 

 

 

 

 

 

 
18 年度実績（9-3 月）

（前年比） 
19 年度 11 月末累計 
（前年同期比） 

取扱高（億円） 1,371（108%） 975（106%） 園芸販売事業 
(JA 全農青果センター㈱) 販売管理費削減額（億円） 3.1 3.5 

取扱高（億円） 1,345（103%） 1,504（101%） 畜産販売事業 
(JA 全農ミートフーズ㈱) 販売管理費削減額（億円） 1.6 5.2 

 ○目標達成に向けた継続的な取組強化 

５．国産農畜産物の輸出の取り組み 

（１）「国産農畜産物輸出促進委員会」の設置等 

（２）米国向け牛肉の取り組み 

（３）東アジア・東南アジア向け米・青果の取り

組み 

 
 
 
 
 

輸出事業の進捗状況  
 18 年度実績(前年比) 19年度上期実績（前年同期比） 19 年度末見通し(前年比) 

取扱量(㌧) 7,900（ 98%） 3,174（156%） 9,300（118%） 

取扱金額(億円)  26.5（136%）  12.8（192%）  33.7（127%）  

  

○収支が確保でき、長期に継続・拡大で

きる事業としての確立 

⇒「国産農畜産物輸出連絡協議会（重点

県本部・本所現業部・関係子会社の輸出

業務実務者）」の組成、具体的な戦略の構

築・実践 

 

Ⅲ．消費者への安全・新鮮な国産農畜産物の提供    
１．生産履歴が明確なＪＡ米の取引強化 
実需を特定した安定的取引の拡大 
２０年産１００万㌧（１６年産３５万㌧） 

 

 

 
 
安定的取引の進捗状況 

 16 年産 17 年産 18 年産 19 年産＊２ 

播種前・収穫前契約、契約栽培 ― ― 12.2 14.8 

特定契約 35.2 36.0 37.9 87.5 

合  計 35.2 36.0 50.1 102.3 
 
 

 ○売り手・買い手双方のリスク対策、需

要者・ＪＡに対する推進強化 

⇒ 

①価格リスクを軽減する契約手法の検

討・導入 

②大手米穀卸・パールライス卸ならびに

重点ＪＡを中心とする推進強化 

 

〔米穀〕手数料の一本化・10%削減の目標は達成（19 年産より）（評価：◎） 

〔園芸〕小規模県域等以外は目標を達成する見通し(20 年度)（評価：○） 

目標を達成する見通し（20 年度）（評価：○） 

取扱量・金額ともに順調に拡大（評価：◎） 

特定契約＊１を含めた目標は達成(19 年産)、拡大に向け推進中 （評価：◎） 

＊１（特定契約）：実需者・数量・価格・引取期限をセットした３者契約を基本 

＊２：19 年産は 12 月末までの累計実績 

単位：万㌧ 
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重点事項と設定目標 ２年間の到達点（１９年１２月末現在）  課題・対応方向 

Ⅳ．生産者・組合員に信頼される価格の確立    
１．生産資材手数料の引下げ 

年次別削減目標（１６年度手数料２９０億

円を基準として） 

18 年度 19 年度 20 年度以降 

18 億円 27 億円 36 億円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 18 年度実績 19 年度目標 計 

肥料 5.0 ＊1 7.0  12.0 

農薬 5.4 ＊2 8.0  13.4 

米麦用紙袋 0.6  0.9  1.5 

段ボール箱 4.1  8.3  12.4 

農業機械 2.1  2.6  4.7 

合 計 17.2 億円 26.8 億円 44.0 億円

 ○現行実施内容の見直し（資材価格高騰

下においては事業効果や生産者からの評

価が期待できない） 

⇒生産者から見える、実効性を確認でき

る実施メニューの検討・構築 

２．「生産資材コスト低減チャレンジプラン」の

実践 

 

 

 

 

 
 

主要取組事項 
18 年度
実績 

19 年度 
目標 A 

19 年度 
実績 B 
(12/末) 

目標 
到達率 
B/A 

コスト 
低減効果
(%) 

①アラジンの高度化成に占める普及率 39 40 49 ― 25 

②BB肥料の高度複合肥料に占める普及率 26 27 26 ― 10～15 

③農薬大型規格品(品目数) 40 40 55 138% 3～54 

④段ボールの茶色箱化(導入率) 61 58 63 ― 5～7 

⑤低コスト耐候性ハウス(導入数) 170 215 186 87% 30 

⑥低コスト支援の農機(HELP 農機)導入率 63 68 62 ― 10～20 

⑦生産資材の広域物流実施 JA(JA 数) 131 170 143 84% ― 

 ○目標達成に向けた継続的な取組強化 

３．地域別飼料会社への機能集約・再編によるコ

スト低減 

（１）地域別飼料会社の広域合併 

（２）工場の集約・再編 
 
19 年度 

26 工場 
以降 20 工場へ集約 

 

 
 
 
 
（１）地域別飼料会社の広域合併による競争力強化 

１９年度の取り組み（第１次合併）：１９年１１月決定・２０年４月合併会社発足 
合併対象会社 合併後の事業規模（年間販売量） 供給エリア 

JA 東日本くみあい飼料㈱ 関東・甲信越・東海・北陸 

ジェイエイ東海くみあい飼料㈱ 
250 万㌧ 

各地区の計 16 県域 

ジェイエイ西日本くみあい飼料㈱ 近畿・中国・四国 

ジェイエイ四国くみあい飼料㈱ 
120 万㌧ 

各地区の計 15 県域 

 
（２）工場の集約・再編による合理化（実行目標） 
 

 19 年度 20 年度 21 年度 22 年度 

飼料工場数 27 24 24 20 
 
 

 ○第１次合併（２０年４月発足）の進捗

状況をふまえた広域合併の一層の促進お

よび実行目標に沿った計画的な工場再編

の促進 

 

目標どおり進捗中（2年間で 44 億円分の削減実施）（18･19 年度 評価：◎） 

目標は一部事項を除き達成する見通し（19 年度） 

＊1 肥料 18年度実績：18/7-19/3 
＊2農薬 18年度実績：18/12-19/3 

単位：億円 

単位：％、実数 

目標に沿った計画的再編を推進中  
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重点事項と設定目標 ２年間の到達点（１９年１２月末現在）  課題・対応方向 

Ⅴ．ＪＡ経済事業収支確立への支援    
１.ＪＡグループをつうじた物流コストの削減 

２０年度累計１６０億円削減（１６年度推定物

流コスト１，２００億円を基準として） 

 

 

 

 
 
 

 18 年度実績（累計） 19 年年度末見通し（累計） 19 年度末目標対比 

物流コスト削減額  105 億円 （目標：110 億円） 12１億円 （目標：135 億円）

広域物流実施ＪＡ数 131JA （目標：140JA） 15１JA （目標：170JA） 

90% 
（物流コスト削減額） 

 
 
 
 

 

物流コスト比率（%） 
 

18 年度実績 

改革後 10.0  

改革前 13.3 

▲3.3 
物流コスト削減比率 

 ○中央会組織との連携強化によるＪＡと 
の合意形成の促進（要員合理化や既存拠 
点の統廃合等の課題への対応強化） 
○ＪＡ事業収支改善状況の継続的な把握 
による改革効果の一層の拡大 
 

２．ＪＡ・県域の農機事業運営一体化による効率化 

２０年度累計１７県に拡大 

 

 
 
 
 

 
 
 

 
 

 18 年度実績（累計） 19 年度末見通し（累計） 

運営一体化実施県域数 9 県域 （目標:9 県域） 11 県域 （目標:16 県域） 

 ○既実施県域における実施状況（コスト

削減等）をふまえた推進強化 

３．ＪＡのＡコープ店舗の県域会社への移管およ

び県域会社の広域会社への再編 
２０年度全農子会社１１社体制の実現 

 

 
 
 
全農Ａコープ子会社の再編（広域・県域での一体化会社の組成） 

 
  

 19 年度末目標 19 年 12 月末実績 

広域会社数(傘下店舗数) 4（158） 4（152） 

地域名 関東･近畿･中国･北部九州 関東･近畿･中国･北部九州 

県域会社数(傘下店舗数) 9（134） 9（113） 

 ○一体化による店舗損益改善の継続実施 
（店舗収支改善と赤字小型店舗の統廃合 
の促進等 ※全店舗に占める黒字店舗比 
率：１７年度５２％⇒１８年度５５％） 
○他地区における広域会社の組成促進 

Ⅵ．本会グループ経営の一層の合理化    
１．全農グループの要員削減： 

２２年度末グループ２万人体制の実現 

（２０，２６１名） 

 

 

 
 
 

 17 年度末実績 18 年度末実績 19 年度末(見通し) 22 年度末(見込) 

要員数 11,097 10,382 9,977 8,950 全農 
本体 前年比削減数 ▲570 ▲715 ▲405 ▲1,027 ※ 

要員数 14,030 13,433 12,588 11,650 
子会社 

前年比削減数 ▲596 ▲597 ▲845 ▲ 938 ※ 

要員数 25,127 23,815 22,565 20,600 
合計 

前年比削減数 ▲1,166 ▲1,312 ▲1,250 ▲1,965 ※ 

 
 
（１）早期退職制度導入完了  ①全農本体  ：全３７本部 

②対象子会社：１１６社（導入率７６％〔前年同期４０％〕） 
（２）管理部門のスリム化（全農本体）：２２年度期首９００名体制＊の実現に向けた本格的な

取り組みに着手（２０年度より）＊２２年度本体要員総数の概ね１０％程度まで削減 
（３）新規学卒者（本所・県本部の総合職）採用活動の統一実施（全農本体 ２１年４月採用より） 
（４）経営の構造改革に向け、要員も含めた課題のある県本部・子会社について、適宜個別協議

を重ね、対策を実施 

 ○目標達成見通しをふまえた「年次別、 
本体（本部別）・子会社（会社別）別目標
（実行計画）」の策定と進捗管理の徹底 
 
 

単位：名 

※22 年度末削減者数は、19 年度末との差を記入している。 

拡大に向け推進継続中（19 年度見通し：目標対比 69％） 

計画どおり目標を達成（19 年度 評価：◎） 

目標達成が概ね見通せる状況（22 年度末(要員計画の最終期限)）（評価：○） 

拡大に向け推進継続中（19 年度見通し：目標対比 90％） 
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重点事項と設定目標 ２年間の到達点（１９年１２月末現在）  課題・対応方向 

２．総人件費の抑制 

総人件費抑制を前提とした賃金体系の統一 

 
 
 
（１）総人件費削減の着実な実施 
 
 
 
 
（２）異動や業務に関連する諸手当（ライン長手当・出向手当など） 

１９年度（１９年４月）より統一実施済み 
（３）賃金水準調整 
 実施に向けた全会統一対応方針を整備のうえ、１９年９月以降、本部ごとに労組協議を開
始、２０年４月までの新制度への移行完了を目標に取り組み実施中 

 

 17 年度実績 18 年度実績 19 年度計画

総人件費（億円） 789 748 692 

前年比削減額（億円） ▲51 ▲41 ▲56 

 ○賃金水準調整について本部別進捗管理

の徹底 

Ⅶ．子会社の管理体制の強化および再編合理化    

１．子会社管理態勢の抜本的改革 

現行方式「全国本部、県本部個別管理」の新

方式「事業を括りとした 業種ごとの管理」へ

の移行による管理強化の実施 

 

 

 

 
新たな管理方式（事業を括りとした管理方式）への１９年度中の移行 
（１）「個別管理部門を原則、業種を担当する事業部門へ移行」の１９年度中完了に向けた本所事 
業部、県本部と協議・調整の実施 

（２）移行手続き完了子会社：米穀部１１社、肥料農薬部４社（本所事業部・県本部との確認は
概ね完了） 

 

 ○「新たな事業体制・経営管理」の実施
（２０年４月）に対応した移管手続きの
促進 
○子会社に対するガバナンスの確立によ

る事業部運営の実施 

２．子会社の再編： 

「９８－１１７社（２０年度末）」に再編 

（「改善計画」提出時：２０３社） 

 

 
 
（１）２０年度末における会社数見通し：１１４社 
「子会社別再編方針（１８年１２月末確定）」にもとづく進捗状況 

19 年度 
 18 年度 

計画 見通し 
20 年度 

会社数（各年度期首）① 203 166 166 141 

再編会社数（単年度）② 37 16 25 27 

会社数（各年度期末）（①－②） 166 150 141 114 

〔目標〕 ｢改善計画｣で設定した 21 年 3 月末の会社数 98～117  
改善計画策定時点以降、本体事業の外部化などで創設した新子会社は次の４社 
JA 全農ミートフーズ㈱・JA 全農青果センター㈱・JA えひめオートサービス㈱・JA えひめエネルギー㈱ 

（２）物流子会社の再編（全農物流㈱との統合を基本）  
当初の対象会社数  ①（くみあい運輸㈱） 15 社

全農物流と統合 3 社現在までに再編済み ② 

関連法人化 3 社

現在の対象会社数  ③＝①－② 9 社
 

全農物流との統合 8 社今後の再編方向 

存置も含め要検討 1 社

 

 

 ○現時点で２１年度以降の再編見込み分

の前倒し実施検討を含めた目標達成の加

速化 

 

目標を達成する見通し(20 年度)（評価：○） 

目標達成に向け取り組み継続中 

目標達成に向け取り組み継続中 


